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アグリゲーションビジネスに関する課題・要望について

⚫ 第16回ERAB検討会にて、アグリゲーションビジネスに関する各種の課題・要望について
進捗状況をご報告した。

⚫ 一部の課題・要望については更なる進捗があったため、それらの内容について報告する。

出所）2021年7月14日 第16回ERAB検討会 資料3



各課題・要望等への対応進捗状況

⚫ 進捗のあった課題・要望等への対応状況は下記の通り。下記以外の課題・要望等につ
いても、事業者及び関係機関等との連携の上、引き続き検討を進めて行く。

市場等 課題・要望 対応状況 参考

需給調
整市場

DSR・DERの参入拡
大に向けた環境整備
（一次～三次②）

① 【三次②】商品ブロック時間を3時間単位から30分単位に見直し。
② 【二次②】簡易指令システム適用範囲を二次②まで拡大。
③ 【一次】オフライン枠の調達上限量を設定（上限4%）。

① 参考1
② 参考2
③ 参考3及び

本日資料5-2

容量市
場

DSR・DERの参入拡
大に向けた環境整備
（発動指令電源）

① （2024年度向け）DR実施時のベースライン当日補正の対象時間
について、現行の電源Ⅰ’と同様の5～2時間前とすることに見直し。

② 1地点1電源区分の取扱いについて、「安定電源と発動指令電源の
組合せ」の場合、適切なアセスメントを前提に許容する方向で検討が
進められている。

③ 2025年度向け容量市場メインオークションで、DRを含む発動指令
電源は475万kWが落札。

① 参考4

② 参考5

③ 参考6

調整力
公募

DSR・DERの参入拡
大に向けた環境整備
（電源Ⅰ’）

① 逆潮流アグリゲーションの参加要件整理、及び調整電源の単独BG
の取扱いを整理した上で2022年度向け電源Ⅰ’公募を実施。

② 2022年度向け電源Ⅰ’においては、DRが229.7万kW（全体の6
割強）を落札。

① 参考7-1
参考7-2

② 参考8

非化石
価値

アグリゲーターによる非
化石価値の取扱い方
法の整理

① アグリゲーター（特定卸供給事業者）が、非化石価値オークション
市場での入札や、非化石価値認定のための電力量認定申請を行う
ことができる方向で整理。

① 参考9

その他 省エネ法におけるDRの
促進

① 省エネ法において、余剰再エネ電気の活用等のため、電気の需要の
最適化（上げDR・下げDR）を促す枠組みを構築する方針。

① 参考10

アグリゲーターライセンス
の届出

① 2022年4月からのライセンス制度開始に向け、省令や届出書類の
記載要領等、詳細の策定を進めている。

① 参考11

4
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【参考1】【三次②】商品ブロック時間の見直し

⚫ 2021年4月から開始された三次調整力②については、その運用状況を踏まえ、商品
ブロック時間を3時間単位から30分単位に見直すこととされた（見直し時期は、一
次・二次①②取引開始等に向けたシステム構築等も踏まえ、2025年度からを予定）。

出所）2021年9月17日 広域機関 第25回需給調整市場検討小委員会 資料2
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【参考2】【二次②】簡易指令システムの適用範囲拡大

⚫ これまで、簡易指令システムによる需給調整市場の参加については三次②、三次①の
みが対象とされていたが、伝送遅延も含めた応動時間内に指令値に到達することを前
提として、二次②についても簡易指令システムの対象とすることとされた。

⚫ これにより、二次②についてもアグリゲーションによる参加が可能となる。

出所）2021年11月2日 広域機関 第26回需給調整市場検討小委員会 資料3 出所）2021年11月2日 広域機関 第26回需給調整市場検討小委員会 資料3
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【参考3】【一次】一次調整力オフライン枠の設定

⚫ 一次調整力のオフライン枠（産業用需要家等のDSRや蓄電池等のDERの参入が期
待）について、まずは必要量の4%を上限とすることとされた。

⚫ この4%はあくまで出発点であり、DSR・DERの実力評価（本日の資料5-2参照）
も踏まえ、今後関係機関と連携の上、調達上限の在り方等についても検討していく。

出所）2021年11月2日 広域機関 第26回需給調整市場検討小委員会 資料3
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【参考4】【発動指令電源】ベースライン当日補正時間の見直し

⚫ 現行の電源Ⅰ’においては、ゲーミング防止の観点から2020年6月にERABガイドライン
が改定されたことを踏まえ、ベースライン設定の当日補正時間は「5時間前～2時間
前」とされている。

⚫ 一方、2024年度向け容量市場の発動指令電源においては、ベースラインの当日補正
時間が「4時間前～1時間前」とされていたところ、上記の経緯や応札者の対応可否等
を勘案し、これを「5時間前～2時間前」に見直すこととされた。

出所）2021年11月25日 広域機関 第34回容量市場の在り方等に関する検討会 資料4（一部加筆）

「5時間前から
2時間前まで」
に見直し
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【参考5】【発動指令電源】1地点1電源区分の取扱い

⚫ 自家発等の常時逆潮流分を安定電源として応札しつつ、根本の需要を抑制することで
逆潮流量を増加し、当該増加分を発動指令電源として応札することは現時点では認め
らえていない（1地点1電源区分）。

⚫ 一方、参入機会拡大の観点から、1地点における安定電源＋発動指令電源の組合
せにおいては、適切なアセスメントを前提に、許容する方向で検討が進められている。

⚫ また、託送供給等約款に基づく計量単位以外での応札についても、適切にアセスメン
トが可能かどうか、引き続き検討することとされている。

出所）2021年11月25日 広域機関 第34回容量市場の在り方等に関する検討会 資料5 出所）2021年11月25日 広域機関 第34回容量市場の在り方等に関する検討会 資料5
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【参考6】【発動指令電源】2025年度向けメインオークション結果

⚫ 2025年度向け容量市場メインオークションにおいて、DRを含む発動指令電源は566
万kWが応札し、うち475万kWが落札した。

⚫ 応札量がメインオークションの調達上限3%を超過し、かつ当該調達上限容量を超える
点において同一価格（0円/kW）の応札が複数存在したため、これまでの整理に基づ
き、ランダムに約定・未約定が決定された。

出所）2021年12月22日 広域機関 容量市場メインオークション約定結果
（対象実需給年度：2025年度）

出所）2021年12月22日 広域機関 容量市場メインオークション約定結果
（対象実需給年度：2025年度）



11

【参考7-1】【電源Ⅰ’】逆潮流アグリゲーションの要件整理

⚫ 2022年度向け電源Ⅰ’から、逆潮流アグリゲーション（複数地点のポジワットアグリ
ゲーション、ネガワット・ポジワットのアグリゲーション等）が参入可能となった。

出所）2021年8月30日 東京電力パワーグリッド㈱ 電源I’厳気象対応調整力募集要綱
別紙「逆潮流アグリゲーションおよび発電バランシンググループの設定方法に関する取り扱いについて」
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【参考7-2】【電源Ⅰ’】逆潮流の単独BG化の取扱い

⚫ 常時逆潮流している自家発を持つ需要家において、根本の需要を抑制する等により逆
潮流量を増加させるケース等においては、原則として当該逆潮流の単独BG化が必要
であるが、状況によっては一般送配電事業者との協議が可能な体制として頂いた。

出所）2021年8月30日 東京電力パワーグリッド㈱ 電源I’厳気象対応調整力募集要綱
別紙「逆潮流アグリゲーションおよび発電バランシンググループの設定方法に関する取り扱いについて」
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【参考8】【電源Ⅰ’】2022年度向け公募結果

⚫ 2022年度向け電源Ⅰ’においては、DRが229.7万kW（全体の6割強、対前年で
+53.8万kW）を落札した。

⚫ 平均落札価格は、DR：3,899円/kW、電源：4,189円/kWであり、DRに一定の
価格競合力があることが示された。

出所）2021年12月21日 第68回制度設計専門会合 資料5
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【参考9】【非化石価値】アグリゲーターによる非化石価値の取扱い

⚫ FIP電源等をアグリゲーターが束ねる場合、それらにかかる非化石価値についてもアグリ
ゲーターが取り扱うことができることとし、非化石価値オークション市場での入札や、非
化石価値認定のための電力量認定申請を行うことができる方向で整理された。

出所）2021年12月22日 第60回制度検討作業部会 資料3-1 出所）2021年12月22日 第60回制度検討作業部会 資料3-1
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【参考10】省エネ法におけるDRの促進

⚫ 省エネ法における「エネルギー」の定義を「非化石エネルギーを含む全てのエネルギー」に
拡大し、再エネ余剰時の上げDRや電力需給逼迫時の下げDR等、電気の需給状況
に応じて需要を最適化する枠組みを設けていく方針とされた。

⚫ また、電気事業者の供給サイドに対しても、電気の需要の最適化に資する時間帯別料
金の整備を促す枠組みを設けていく方針とされた。

出所）2021年12月24日 第36回 省エネルギー小委員会 事務局資料 出所）2021年12月24日 第36回 省エネルギー小委員会 事務局資料
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【参考11】アグリゲーターライセンス制度の運用開始に向けて

⚫ 2022年4月からのライセンス制度開始に向け、省令や届出書類の記載要領等、詳細
の策定を進めている。

2022年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月～

アグリゲーター事業を既に行い、ライセンス要件に当てはまる者

アグリゲーター事業の実施

6/30までに届出を提出すると、経過措置により、30日間の審査期間
が生じることなく、事業を継続することが可能

新たにアグリゲーター事業を開始する者

アグリゲーター事業の実施届出提出 審査期間
届出受理後
30日間

省令案公表予定 省令公布 アグリゲーター制度開始

記載要領等を事業者と調整 HP公表

説明会開催

2022/4/1
届出受付開始

※点線枠内のスケジュールは現時点のイメージ
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系統用蓄電池のビジネスモデル

⚫ 系統用蓄電池は、容量市場（kW価値）、需給調整市場（ΔkW価値）、卸市場
（kWh価値）等での収入を組み合わせて（revenue stacking）、投資回収し
ていくビジネスモデルが主に想定される。

⚫ また、海外においては送配電事業者等が一定の固定収入を保証するようなスキームも
存在。日本においても、系統混雑緩和対策への系統用蓄電池活用等、今後新たな
収入に繋がるスキームの出現が期待されるところ。

ERAB(VPPを活用したビジネス)

需要減

需要増

小売電気事業者 アグリゲーター

需要家設備 （DSR: Demand Side Resources）

料金メニュー

DR(※逆潮 流なし)

電気料金型DR インセンティブ型DR

VPP

発動

上げDR 上げDR

下げDR 下げDR
（ネガワット取引）

逆潮流

系統直付け設備

発動

逆潮流

出力等制御

発動

分散型エネルギー資源（DER：Distributed Energy Resources）＝DSR+系統直付け設備

kW価値（容量市場）

ΔkW価値（需給調整市場）

更なる価値の提供

✓ 発動指令電源として参入

✓ 一次～三次②に参入

✓ スポット市場等でのアービトラージ

出所）2021年3月10日 第31回 電力・ガス基本政策小委員会 資料4

kWh価値（卸市場）

✓ 系統混雑緩和での活用等
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系統用蓄電池及び水電解装置の活用

⚫ 太陽光・風力等の再エネは、天候や時間帯等の影響で発電量が大きく変動するため、
大量導入が進むと電力系統の安定性に影響を及ぼす可能性がある。実際に北海道等
の再エネ導入が先行する地域では、これらの変動に対応できる調整力等が不足しており、
再エネ導入の律速になっている。

⚫ 系統用蓄電池は、その特性（瞬動性、出力の双方向性等）を活かし、再エネのインバ
ランス回避や調整力の提供等を通じ、再エネ主力電源化にも資すると考えられる。

⚫ また、水電解装置は、再エネの余剰電力を吸収し別エネルギー（水素）へ転換するこ
とが可能であるとともに、その出力を制御することで調整力の供出も可能である。

⚫ 今後、これらの系統用蓄電池や水電解装置の導入について、制度面の整備等も含め、
検討していく。

＜蓄電池＞
• 充放電の応答速度が速く、優れた調整力の供出が
可能

• 再エネの余剰電力の吸収（蓄電）も可能

＜水電解装置＞
• 出力制御により調整力の供出が可能
• 再エネの余剰電力の吸収（水素製造）が可能

系統用蓄電池 電力系統
（送電線）

水電解装置

太陽光

風力

系統安定化作用
電力余剰時：蓄電／水素製造
電力不足時：放電

再エネ電力
（不安定）

H2

出所）2021年11月25日
第34回系統ワーキンググループ 資料1
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（参考）北海道北部風力送電株式会社の事例

⚫ 北海道北部風力送電株式会社は、同社が設置・運用する送電網の変電所に、世界
最大級（240MW/720MWh）の大規模蓄電システム（GSユアサ製リチウムイオン電
池）を設置中。

⚫ この蓄電システムは、同送電網に接続される風力発電の出力変動を充放電によって緩
和することで、系統安定化や系統の利用率向上に寄与するもの。

⚫ なお、本事例は送電事業者が蓄電システムを保有する形態であるが、今後はアグリゲー
ター等の第三者が保有する形態の拡大が期待される。

出所）北海道北部風力送電株式会社HP
https://www.hokubusouden.com/progress/468/#contents

出所）株式会社GSユアサHP
https://www.gs-yuasa.com/jp/newsrelease/article.php?ucode=gs180913322428_598

https://www.hokubusouden.com/progress/468/#contents
https://www.gs-yuasa.com/jp/newsrelease/article.php?ucode=gs180913322428_598
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（参考）豪州での系統用蓄電池の事例

⚫ Neoen社は、 南オーストラリア州において、大規模蓄電池100MW/129MWhを導入
し、Hornsdale Power Reserve（HPR）を建設。
※2020年に、 150MW/193.5MWhに増強

⚫ HPRの2018年の収益は、29百万豪ドルといわれており、このうち大半をFCAS
（ Frequency Control Ancillary Services：アンシラリー市場）による収益が占
める。

• 蓄電池によるプラント： 100MW/129MWh
⇒2020年に150MW/193.5MWhに拡張

• 2018年の収入: $A 29 million
うち、 FCAS:$A 24 million

蓄エネ設備（揚水、蓄電池）の収益構造

出所）AEMO資料
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（参考）米国での系統用蓄電池の事例

⚫ AES社が設置したAlamitos Battery Energy Storage Systemは、民間電力事
業者（IOU：Investor Owned Utility）の一つであるSCEと20年のPPA契約を結
び、Local capacityの提供を行う。

⚫ Local capacity用途の独立した蓄電池プラントとしては初の事例とされている。

2021年1月運転開始
リチウムイオン電池：100MW/400MWh
出所）https://www.presstelegram.com/2021/02/15/giant-long-beach-aes-battery-storage-facility-in-full-operation/

https://www.presstelegram.com/2021/02/15/giant-long-beach-aes-battery-storage-facility-in-full-operation/
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系統用蓄電池の導入・活用に向けた課題と対応状況

⚫ 系統用蓄電池の導入・活用に向けた課題と対応状況について、各審議会等での議論
状況等を踏まえ、改めて以下の通り整理した。

項目 対応状況の概要

①蓄電事業の法的位置づけ
の整理

• 一定規模以上の系統用蓄電池を用いた蓄電事業は、電気事業法上の「発電事業」と位置付け
る方向で、検討が進められている。【電ガ基本政策小委】

②系統用蓄電池の保安規
制の整備

• 系統用蓄電池の設置・運用にあたり、保安規程、電気主任技術者選任、工事計画届出、自主
検査・安全管理審査、事故報告、技術基準といった項目について、適切な保安規制の検討が進
められている。【電力安全小委】

③託送料金等の費用負担
の在り方

• 系統用蓄電池にかかる託送料金については、揚水と同様に、そのロス分にのみ課せられるものと整
理された。【電ガ基本政策小委】

• 導入が検討されている発電側課金においては、逆潮流する自家発等と同様に、蓄電池の出力
（＝逆潮出力kW）から需要としての託送料金の課金対象kW（＝ロス率）を除いた分が課金
対象となる。【制度設計専門会合】

④系統用蓄電池が参入でき
る市場等の整備

• 需給調整市場（一次調整力等）において、系統用蓄電池も参入できるような技術要件が整備
されるとともに、将来的な慣性力不足への対応やその調達の必要性についても検討が進められてい
る。【広域機関】

• また、ノンファームエリアに設置される電源等（系統用蓄電池を含む）についても、容量市場や需
給調整市場に参加し得るか、検討が開始。【大量導入小委】

⑤再エネ導入拡大に向けた
系統用蓄電池の導入加速

• 再エネ余剰電力の吸収や短周期変動に対応する調整力の供出等に資する系統用蓄電池等の
導入加速化のため、令和3年度補正予算にて補助金を創設。【新エネルギーシステム課】

⑥地域間の調整力融通 • 再エネ導入のために必要となる調整力を、域内だけでなく域外からも調達することも重要であり、地
域間連系線を活用した域外からの調整力調達について、実証が進められている。【系統WG】



⚫ 再エネの導入拡大を見据え、一般送配電事業者以外から、再エネ価値向上や需給調整等に系
統用蓄電池を活用する蓄電事業への参入意志を示す事業者が現れている。

⚫ 系統用蓄電池は、その特性（瞬動性、出力の双方向性等）を活かし、再エネのインバランス回避
や調整力の提供等を通じ、再エネ主力電源化にも資するため、その実現のために各種課題への対
応を進めているところ。 ERAB(VPPを活用したビジネス)
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蓄電池

蓄電池をグリッドに接続し複数の事業で共用化（系統用蓄電池）蓄電池を再エネや電力需要家と1対1で接続

蓄電池を1対1で接続することで、個々の再エネ電源等
の安定化を図る

蓄電池をグリッドに接続することで、多様な価値（再エネの出力整形、インバラ
ンスの回避、系統の調整力、マイクログリッド内の需給調整等）を提供

課題 課題の概要

①蓄電事業の位置づけ 現在は不明確な事業類型の整理（発電事業として整理する方向）

②調整力等の評価 蓄電池の価値を評価する各種市場に係る環境整備

③再エネ導入制約の対応 再エネの短期変動に対する調整力制約に向けた対応（北海道エリアにおける蓄電システムの調達公募の実施）

④地域間の調整力融通 調整力融通用の地域間連系線におけるマージン設定

⑤費用負担の在り方 系統費用負担の整理などの費用負担の適正化

⑥保安規制の整備 適切な保安規制

系統用蓄電池を実現するための主な課題
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（参考）系統用蓄電池の活用・導入に向けた取組

第24回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2021年2月16日）資料2 一部編集

出所）2021年11月25日
第34回系統ワーキンググループ 資料1
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①蓄電事業の法的位置づけ

⚫ 一定規模以上の系統用蓄電池を用いた蓄電事業は、電気事業法上の「発電事業」と
位置付ける方向で、検討が進められている。

出所）2021年12月27日 第43回 電力・ガス基本政策小委員会 資料5-1

（参考）発電事業の要件概要
以下のいずれの条件にも該当する発電用の電気工作物について、小売電気事業等の用に供する電力の合計が1万kWを超えるものであること。
➢ 出力計 1,000kW以上
➢ 託送契約上の同時最大受電電力が5割超
➢ 年間の逆潮流量（電力量）が5割超
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②系統用蓄電池の保安規制の整備

⚫ 現在の電気保安規制では、蓄電池は単独で設置されることはないものと想定し、発電
所、変電所、需要設備等を構成する電気設備の一つ（電力貯蔵装置）として各種
規制が課されているが、系統用蓄電池という新たな形態の出現を踏まえ、電力安全小
委員会にて、系統用蓄電池に関する保安規制について検討が進められている。

⚫ 具体的には、「蓄電所（仮称）」に係る保安規制について、①保安規程、②電気主任
技術者選任、③工事計画届出、④自主検査・安全管理審査、⑤事故報告、⑥技術
基準 について、検討が進められている。

出所）2021年12月10日 第26回 電力安全小委員会 資料1 出所）2021年12月10日 第26回 電力安全小委員会 資料1
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③託送料金等の費用負担の在り方

⚫ 系統用蓄電池は、需要（充電）と発電（放電）の両面があり、需要としての託送料
金については、揚水と同様に、蓄電ロス分にのみ課金することと整理されている。

⚫ 現在、導入の要否を含めて検討が進められている発電側課金においては、「需要側の
託送契約kWを上回る発電側の逆潮kW分」が課金対象となると整理されており、蓄電
池の出力（＝逆潮出力kW）から需要としての託送料金の課金対象kWを除いた
分が課金対象となる。

出所）2019年10月18日 第42回 制度設計専門会合 資料7出所）2021年3月10日 第31回 電力・ガス基本政策小委員会 資料4

＜託送料金・発電側課金の課金対象＞蓄電池の出力が10,000kWで、ロス率が20%とした場合の例
託 送 料 金：10,000kW×ロス率20%＝2,000kWが課金対象
発電側課金：最大逆潮10,000kW－2,000kW＝8,000kWが課金対象
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④系統用蓄電池が参入できる市場等の整備

⚫ 系統用蓄電池が参入する市場の一つとして、需給調整市場が想定されるが、一次調
整力等、今後開設が予定されている商品についても、蓄電池が参入可能な形で技術
要件の整理が進められている。

⚫ また、海外諸国においては、慣性力を維持・確保するための高速調整力市場に系統用
蓄電池が参入している事例がある。日本においても、再エネ導入拡大に伴う将来の慣
性力不足への対応やその調達の必要性について議論が開始されているところであり、ま
たNEDOにおいて疑似慣性力付きPCSの技術開発も進められている。

出所）2021年8月23日 広域機関
第64回 調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 資料3

出所）2021年11月2日 広域機関
第26回 需給調整市場検討小委員会 資料2



④系統用蓄電池が参入できる市場等の整備（続き）

⚫ 2022年4月からは全基幹系統にノンファーム型接続が適用される予定である中で、現
状の制度では、ノンファーム型接続の電源（系統用蓄電池を含む）については、容
量市場及び需給調整市場への参加が認められていない。

⚫ 系統用蓄電池のみならず、調整力等を供出できる電源についても影響を受ける可能性
があることから、今後、ノンファーム型接続の電源について、容量市場・需給調整市場に
おける参加の在り方について、検討が進められる予定。

出所）2021年12月24日
第38回 再生可能エネルギー大量導入
・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1（抜粋）
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出所）2021年12月24日
第38回 再生可能エネルギー大量導入
・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1（抜粋）
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⑤再エネ導入拡大に向けた系統用蓄電池の導入加速

⚫ 再エネの導入拡大に伴い、地域によっては需要が限定的であることから、再エネの余
剰が発生するケース（≒出力制御）が顕在化している。

⚫ また、風力等の短周期変動を吸収するための調整力についても必要量が増大すること
が見込まれ、例えば北海道においては需給調整市場にて必要となる調整力の量の算定
検討等が進められている。

⚫ こういった状況を踏まえ、令和3年度補正予算において、余剰電力の吸収や調整力の
供出等が可能な系統用蓄電池等の導入を加速化するための補助金を創設。

出所）2021年12月15日 第35回 系統ワーキンググループ 資料4出所）2021年12月24日 第38回 再生可能エネルギー大量導入
・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1



再生可能エネルギー導入加速化に向けた系統用蓄電池等
導入支援事業 令和３年度補正予算額 130.0億円

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

⚫2050年のカーボンニュートラル達成のためには、再生可能
エネルギー（以下再エネ）の導入をさらに加速化させる必
要があります。

⚫一方、太陽光・風力等の再エネは、天候や時間帯等の影
響で発電量が大きく変動するため、大量導入が進むと電
力系統の安定性に影響を及ぼす可能性があります。実際
に北海道等の再エネ導入が先行する地域では、これらの
変動に対応できる調整力等が不足しており、再エネ導入の
律速になっています。

⚫そのため本事業では、電力系統に直接接続する大規模蓄
電池（系統用蓄電池）等を導入する事業者等へ、その
導入費用の一部を補助することで、再エネの大量導入に
向けて必要な調整力等の確保を図ります。

成果目標

⚫再エネポテンシャルを最大限発揮するための調整力等を確
保し、2030年の再エネ比率目標36～38％の達成に貢
献します。

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギーシステム課

国 民間事業者等

補助(定額)

民間団体等

補助(1/2以内、1/3以内、2/3以内)

＜蓄電池＞ 補助率：1/2以内又は1/3以内
• 充放電の応答速度が速く、優れた調整力の供出が可能

• 再エネの余剰電力の吸収（蓄電）も可能

系統用蓄電池等の導入支援

• 再エネの出力変動に対応できる調整力等の供出や再エ
ネ余剰電力の吸収が可能な、蓄電池や水電解装置を
導入する際にかかる費用の一部を支援します。

＜水電解装置＞ 補助率：2/3以内
• 出力制御により調整力の供出が可能

• 再エネの余剰電力の吸収（水素製造）が可能

系統用蓄電池 電力系統
（送電線）

水電解装置

太陽光

風力

系統安定化作用
電力余剰時：蓄電／水素製造
電力不足時：放電

再エネ電力
（不安定）

H2
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令和3年度補正予算 系統用蓄電池等導入補助金の概要（案）

⚫ 2022年1月19日時点の補助要件の概要（案）は以下の通り。

※本内容はあくまで現時点の予定であり、今後予告なく変更される場合がある。
詳細については執行団体から後日公表される公募要領等を参照のこと。

項目 系統用蓄電池 水電解装置

補助対象 蓄電システムに関連する必要最低限の設備費、
工事費。
※系統と接続するための受変電設備に関する費用や系統連系費用は補助
対象外。

水電解装置に関連する必要最低限の設備費、
工事費。
※系統と接続するための受変電設備は補助対象外。

補助率 10MW以上：1/2以内
1～10MW未満：1/3以内
※各電力市場の規模要件等を鑑み、1件あたりの最低容量を1MWとする。
※発電側併設蓄電池は補助対象外。需要側設置蓄電池については、
1MW以上であり、かつDR等を通じて系統用蓄電池と同様の活用をする場
合においては、補助対象。

1MW以上：2/3以内
※各電力市場の規模要件等を鑑み、1件あたりの最低容量を1MWとする。

補助上限 25億円/件 10億円/件

審査内容 事業者としての適格性、金額の妥当性、工事スケジュールの実現性、適切な安全確保等の確認に加え、
再エネの導入拡大に向けて系統用蓄電池や水電解装置をどのように効果的に活用するかといった事業
モデルの妥当性等について審査し、採択案件を決定する。

※上記以外の補助要件設定も検討中。
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⑥地域間の調整力融通

⚫ 北海道では、再エネ導入のために必要となる調整力を、域内だけでなく域外からも調
達することも重要であり、地域間連系線のマージンを確保した上で、域外からの調整力
の調達の活用について、北海道電力ネットワーク㈱及び東京電力パワーグリッド㈱にて実
証が進められている。

⚫ こういった実証成果を活かし、将来的には、ある地域に設置された系統用蓄電池が、需
給調整市場を通じて他地域での調整力として活用されることも期待される。

出所）2021年12月15日 第35回系統ワーキンググループ 資料4 出所）2021年12月15日 第35回系統ワーキンググループ 資料5


